
2
0
1
0
年
度

燃
費
基
準
達
成
車

（
注
１

）

低
排
ガ
ス
車

（
注
２

）

ハ
イ
ブ
リ

ッ
ド
車

そ
の
他

（
注
３

）

普通車・小型車　10万円

軽自動車　2.5万円

普通車・小型車　5万円

軽自動車　2.5万円

－ － ○ ○ Ａ ○ －

○ ○ ○ ○ Ａ ○ ○

普通車・小型車　10万円

軽自動車　2.5万円

普通車・小型車　5万円

軽自動車　2.5万円

－ － － ○ Ａ － ○

－ － － ○ Ａ － ○

－ － － ○ Ａ ○ ○
対象車は２車（i-MiEV及びプラグ
インステラ）

－ － ○ ○ Ａ － ○

岩手県 葛巻町 － － ○ ○ Ａ ○ ○

七ヶ浜町 － － ○ ○ Ａ ○ －

大和町 － － ○ ○ Ｂ ○ －

福島県 大熊町 － － ○ ○ Ａ ○ －

新潟県 魚沼市 － － ○ ○ Ａ ○ ○

群馬県 明和町 － － ○ ○ Ａ ○ －

－ － ○ ○ Ａ ○ － 2,000cc以下の車種に限る

○
（注４）

○
（注４）

○ － Ａ ○ －

小山市 － － ○ ○ Ｂ ○ －

芳賀町 － － ○ － Ａ ○ ○

さくら市 － － ○ ○ Ａ ○ －

茨城県 神栖市 － － ○ ○ Ｂ ○ －

長野県 軽井沢町 － － ○ ○ Ｂ ○ －

千葉県 柏市 － － ○ ○ Ａ ○ ○ ハイブリッド車は1,800cc以下のみ

東京都 葛飾区 － － ○ ○ － ○ ○

御前崎市 － － ○ ○ Ｂ ○ －

袋井市 － － ○ ○ Ａ ○ －

湖西市 － － ○ ○ Ａ ○ －

名古屋市 － ○ ○ ○ － － ○

豊田市 － － ○ ○ Ａ ○ － ハイブリッド車は1,800cc以下のみ

田原市 － ○ ○ ○ Ａ ○ ○

刈谷市 － － ○ ○ Ｂ ○ ○

三好町 － － ○ ○ Ａ ○ －

三重県 川越町 － － ○ ○ － ○ －

京都府 京都市 － － － ○ Ａ － ○

２万円

30万円

神奈川県 69万円もしくは69万5,000円

東京都
電気自動車等と通常のガソリン車の車両
価格差の1/4

宇都宮市

車両価格の６％（上限12万円）

５万円

愛知県

車両価格の５％（上限５万円）

12万円

車両価格の５％（上限10万円）

商品券５万円分

車両価格の５％（上限10万円）

資金融資（上限500万円、利率0.7％）

２万円

２万円

資金融資（上限3,000万円、利率1.6％）
利子補助1/2

車両価格の５％（上限10万円）

車両価格の５％（上限８万円）

電気自動車：30万円
プラグインハイブリッド車：15万円

宮城県

栃木県

静岡県

愛知県

車両価格の５％（上限10万円）

車両価格の５％（上限５万円）

ハイブリッド：２万円
天然ガス車：７万円

車両価格の５％（上限10万円）

車両価格の５％（上限12万円）

車両価格の５％（上限10万円）
市
町
村

岩手県

都
道
府
県

車両価格の５％（上限10万円）

通常車両との車両価格差の1/2（ハイブ
リッド車は車両価格の５％以内）

埼玉県

車両価格の５％（上限20万円）

－○

Ａ
買換え
なしの
場合

○
（注４）

買換え
の場合

○

○

車両価格の５％（上限５万円）

10万円

○

－

○
（注４）

○
（注４）

○

○－ Ａ

○

申
請
期
間

（
注
５

）

買換え
の場合

買換え
なしの
場合

その他（主な条件等）

法
人
に
よ
る
申
請

○

個
人
に
よ
る
申
請

対象車種

○

第２－２－７表　　主な自治体の環境対応車購入補助制度

自治体名

山形県

補助内容（１台当たり）

車両価格の５％（上限20万円）秋田県

○
（注４）

宮城県 10万円

（備考）１. 各自治体ホームページ等により作成。
　　　　２．2009年10月末現在。
　　　　３.（注１）燃費基準達成車（エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に基づく燃費基準を達成している自動車をいう。
　　　  ４.（注２）低排出ガス車認定制度（「低排出ガス車認定実施要領」）により、自動車排出ガスのうちＮＯx、ＰＭ等の有害物質の
　　　　　　排出が、基準から一定レベル以上低減されている自動車が認定されている。
　　 　 ５．(注３）対象車種の「その他」には、プラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、
　　　　　　メタノール自動車、水素自動車、クリーンディーゼル車のいずれかが含まれる。
　 　　 ６.（注４）は、2005年度排出ガス規制値75％低減車両かつ2010年度燃費基準＋15％以上が条件。
 　　　 ７.（注５）申請期間の記号の内容は次のとおり。
　　　　　　 Ａ：09年度内に終了　Ｂ：10年度以降に終了


